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世界における社会立法進展にＩＬＯの果した役割がきわめて大きかったことはいうまでもない。その政・労・便の
三者構成という独特の組織構造のもと、直接的強制力こそないものの、ＩＬＯの条約・勧告に示された基準を実現し
ようとする国際的世論と、ＩＬＯ内部における、条約・勧告適用専門家委員会の活動を中心とする推進機能を背景と
ＩＬＯ条約・勧告における解雇制限基準とわが法制
四
三
は
じ
め
に
一ＩＬＯ条約・勧告における解雇制限基準進展の軌跡
一一ＩＬＯ基準進展の背景と世界的動向
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しかし、このＩＬＯ条約・勧告を中心とする世界的社会立法の発展の流れに対し、｜体わが国はどのように位圏雫つ
けられるのか、あるいはわが国ははたしてこの世界的流れに即しているのか、となると多分に疑問を生ずる。条約の
批准数だけでは判断できないが、すでに経済的には先進国でありながらのＩＬＯ条約批准数のもの足りなさ、政府の
条約遵守の姿勢へわが国の世論などからみて、わが国が右の動向との関係で決して満足できるものでないことは実感
として感ぜられるところである。そしてもし客観的にもそうであるとすれば、今後の国際化時代におけるわが国の立
場は放置できるものではない。その遅れの原因がＩＬＯ基準そのものの検討とともに究明されなければならない。
このような観点から、この際、改めて各分野におけるＩＬＯ基準進展の動向、これと並行する各国の立法の進展や
対応状況を把握するとともに、これらとの関係におけるわが国の現状の確認、その現状がＩＬＯ基準に一致していな
い場合の原因の究明と評価をおこない、国際的基準（規範）との関係で内包するわが国の課題を明らかにする必要が
感ぜられる。
本稿はこの基本的な問題意識に立った研究の一部を構成するものである。本稿で取上げるのは雇用・失業保障関係
のなかの解雇制限関係である。
資本主義社会において労働者を襲う最大の害悪といってもよい失業に関しては、それが発生した場合の労働者の事
後的救済（失業保障）から、より積極的な失業の防止、雇用の拡大・促進、総じて雇用保障へと、ＩＬＯはその設立
当初から取組んできた。勧告第一号が失業に関する勧告であり、条約第一一号が同名の条約であることは、この問題に
ＩＬＯ条約・勧告における解雇制限基準とわが法制
四
四
その時点での世界的動向を反映した基準を設定した条約・勧笙ロの加盟国に対する誘導力は決して無視できない
【ずの
る。 一般的解雇制限に関するＩＬＯ基準が最初に出されたのは、一九六三年における「使用者の発意による雇用の終了
に関する勧告」（勧告一一九号、貧勾⑦８ヨョの且呉一○コ８月の『冒頭弓の『ョご■［一○二○【ロョ己一○百】のご【四斤Ｓｍ［三畳ごくの。｛
Ｓの向日己一・量のＨ》．）である。それ以後一九八二年になって同名の条約（一五八号）、勧告（一六六号）が採択されてい
ついてのＩＬＯの取組みの姿勢を端的に示している。そして現在は、雇用面については、すでに解雇制限（狭義の雇
（１）
用保障）のほかに、雇用政業、職業安定、職業訓練の体系が形成されている。
本稿は、右に述べた研究の一環として、まず解雇制限に関するＩＬＯ条約・勧告の進展の状況、およびこれと並行
して進行している世界各国の制度の現状を把握し、これと対比したわが国の現状や位置を見定めるとともに、この分
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（注）
（１）その概略は、ＩＬＯ東京支局、「ＩＬＯと雇用」（ＩＬＯものがたり、その６、「世界の労働」三四巻一号、一○頁以下）
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（２）本研究は、昭和五九年度文部省科学研究費補助を受けた共同研究「ＩＬＯ条約・勧告および基本政策の体系と日本の対応
に関する実証的研究」（代表・秋田成就）の成果の一部である。
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１
二
九
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囲
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の
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か
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構
成
さ
れ
て
いるが、主な事項を列記すると以下のとおりである。
川終了の正当性原則雇用は、何労働者の能力若しくは行為に関連する「妥当な理由」（ぐ凹巨『８⑪目）、また
は⑪企業などの運営上の必要に基づく「妥当な理由「｜がなければ終了させるべきではない（１２川）。
「この妥当な理由」は原則的に各国の制度に委ねられるが（Ⅱ②）、つぎの事項は妥当な理由とすることはできない
（Ⅱ３）。㈹労働組合員であること、または労働組合活動をしたこと、⑥労働者代表として就任、行動したこと、何法
令違反を理由として使用者を相手方として苦情の申立などを行ったこと、仙人種、皮膚の色、性別、婚姻関係、宗教、
政治的意見、国民的出身又は社会的出身。
②不当解雇の場合の救済方法（Ⅱ４１６）不当に雇用を終了されたと考える労働者は、合理的な期間内に裁判
所等の中立機関に提訴する権利を有すべきである（Ⅱ４）。この機関は雇用終了の理由などの審査をし（ｌ５Ｕ、それ
が不当と認めた場合には、未払賃金支払いと復職、適当な補償金支払、または各国で定める救済措置を命令する権限
を有する（Ⅱ６）。
③解雇予告、解雇手当③雇用を終了された労働者は、合理的な予告期間（［の四の。目巨の己の『一・」。｛ご◎ご月）ま
たはそれに代る補償金（８日已自ＢごＣご）を与えられ、および⑤予告期間中他の雇用を求めるため賃金を失うことな
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り
労
働
力
削
減
を
回避し、または最少限にとどめるため積極的措置をとるべきである（Ⅲ⑫）。⑤労働者力削減が計画されるときは、で
きるかぎり早期に、これを避けるための措置、時間外労働の制限、訓練、配置転換などの事項を含めた事項について
労働者代表と協議すべきである。何提案された労働力削減が一定地域または一定の経済部門の労働力の状況に重大な
影響を及ぼす規模のものであるときは、使用者は公の機関に通告しなければならない（Ⅲｕ）。⑥雇用を終了される労
働者の選定に関しては、一定事項を含んだ、できれば事前に作成された明確な基準に従うべきである（Ⅲ過）。㈲雇用
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七
く勤務に服さない合理的な時間が与えられる権利を有する（Ⅱ７）。
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を
明記した証明書を使用者から受ける権利を有する（Ⅱ８）。
⑤所得保障雇用を終了された労働者は何らかの形による所得保障（旨８日のロ『○肩、ロ・口）が与えられるべき
である。この場合、失業保険等の社会保障、使用者の支払う離職手当（⑰のぐの『目８四一一・三：８）その他の退職給付ま
たはその他の給付の組合せでもよい（１９）。
⑥
労
働
者
代
表
と
の
協
議
事
前
に
使
用
者
が
労
働
者
代
表
に
協
議
す
べ
き
か
ど
う
か
は
各
国
の
制
度
に
委
ね
ら
れ
る
（
Ⅱ
、
）
。
ｍ労働者に重大な非行行の１．Ｐ⑪ヨーの８口目の［）があった場合の措腫㈹③㈲の利益は与える必要がない（Ⅱｕ
川）。⑥重大な非行による解雇は、使用者にそれ以外の方法が期待できないときにのみ許される（同②）。何労働
者は重大な非行による解雇が確定する前に弁明の機会が与えられる（同⑤）。なお、「重大な非行一の内容は各国制度
に委ねられる（同６）。
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仙
国
の
職
業
安
定
機
関
等は雇用を終了された労働者のできるだけ早期の再雇用を確保するため全面的に努力する（ⅢⅣ）。
⑨
適
用
範
囲
全
労
働
者
を
原
則
と
す
る
が
、
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
者
、
試
用
期
間
中
の
労
働
者
、
臨
時
的
労
働
者
、
公
務
Ⅲ
終
了
の
正
当
性
原
則
雇
用
の
終
了
に
妥
当
な
理
由
を
要
す
る
点
は
二
九
号
勧
告
と
同
様
（
四
条
）
。
終
了
の
妥
当
な
理
由
と
な
ら
な
い
事
項
と
し
て
、
出
産
休
暇
中
の
休
業
お
よ
び
疾
病
ま
た
は
負
傷
に
よ
る
休
業
が
加
え
ら
れ
た
（
五
条
ｅ
・
六
条
）
。
②
終
了
前
ま
た
は
終
了
時
の
手
続
労
働
者
の
雇
用
は
、
使
用
者
に
正
当
な
理
由
が
な
い
か
ぎ
り
、
当
該
労
働
者
が
自
己
を
弁
護
する機会を与えられる前にその行為、業務遂行に関する理由をもって終了されてはならない原則を確立した（七条）。
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に
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た
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ある。
国内法令、
労
働
協
約
、
就
業
規
則
、
仲
裁
裁
定
若
し
く
は
裁
判
所
決
定
、
又
は
適
当
と
認
め
ら
れ
る
そ
の
他
の
⑥労働力削減に関する措置（第三部）条項としては、Ａ労働者代表との協議（二一一条））と、Ｂ権限の
ある機関への通報（一四条）の二つに整理された。二九号勧告に比し、前記⑧側の労働力削除を回避するか最少限
とすべき原則規定、⑧㈹の雇用の終了を受ける労働者の選定基準条項、⑧何の優先的再雇用権、⑧⑪の職業安定機関
の再雇用のための努力規定は姿を消し、簡潔化されることになった。このＡ、Ｂはつぎのとおりである。
Ａ使用者は、経済的、技術的、構造的その他類似の理由により終了を計画するときは、③適当な時期に終了の理
ＩＬＯ条約・勧告における解雇制限基準とわが法制
四九
二九号勧告にも前述、何に規定されていたのを、一般的原則としてより明確化したものとみられる。
③不当解雇の場合の救済方法基本的に二九号勧告と異らないが、終了の妥当な理由の存在の挙証責任は使
用者にあることが明記されたこと（九条一一項側）、および提訴を受けた機関が終了を正当でないと考える場合には、
国内法令等に従い、その終了は妥当でないと宣言するか又は復職を命ずるが、これが機関の権限上不可能であるか実
行不能であるときは十分な補償その他の適当な救済を命ずることができることとされた（十条）。
ｕ解雇予告、解雇手当労働者の重大な非行の場合を除き、合理的な予告期間またはそれに代る補償金への権
利については不変である。ただし、二九号勧告の前記③⑤の再就職活動保障はなくなった。
⑤所得保障基本的にかわらないが、その形態が以下の一一一種のいずれかに明確化された（一一一条）。㈹雇用
期間と賃金水準が基礎とされ、使用者から直接、または使用者の拠出により設けられた基金から支払われる離職手当
その他の退職給付（同㈹）、⑤失業保険給付、失業手当、老齢給付、障害給付等の社会保障給付（同川）、㈹㈹、
⑥の組合せ（同何）。このうち㈹は重大な非行による終了の場合、各国の制度により、その権利を喪失することがあ
る（同三）。
ＩＬＯ条約・勧告における解雇制限基準とわが法制
五
○
由などの関連情報を関係労働者に提供し、⑥終了を回避するための措置、代替雇用確保など影響を軽減するための措
置についてできるだけ早く関係労働者代表と協議する機会を与えなければならない。
Ｂ使用者は、③Ａの計画をする場合には、できるだけすみやかに、権限のある機関に関連情報を提供し、⑤終了
が実施される前に、国内法令で定める最低期間内にその終了を権限ある機関に通報しなければならない。
なお雇用の終了が計画されている労働者数が少なくとも特定労働者数または労働力の特定比率であるときは、Ａ、
Ｂともその適用を制限することができる（｜三条二項、一四条二項）。
、適用範囲（二条）二九号勧告では除外が認められていた公務員も適用対象とされ、本条約による保護を
回避するための期間を定める雇用契約の採用に対しては適当な保障措置（且８目〔の３庁碩自己）が提供されるべき
旨が規定された。反面、使用者団体は、労働者団体と協議の上、一定の者を適用対象外とする措憧を権限のある機関
に
よ
っ
て
と
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
た
（
四
項
、
五
項
）
。
⑧実施の方法二条）労働協約、仲裁裁定、裁判所その他国内俄行に合致すると認められる方法によって実
施されないかぎり、法令によることが原則とされた。
以上の一五八号条約を二九号勧告と全体として比較してみた場合、法令による実施の原則化、労働者の弁明機会
供与の原則の明確化、挙証責任を使用者側に課したこと、所得保障形態の明確化、適用範囲の拡大と条約適用回避目
的による期間の定めある雇用契約の採用への配慮規定など、条約が勧告よりも一段前進したことを示す。ただ、再就
職活動保障措置（Ⅱ７．回）、雇用証明書交付措置（Ⅱ８）の削除、雇用終了を最少限とすべき原則（Ⅱ、．②、
皿）の表面からの消滅、労働力削減の場合の、労働者の選定基準規定、優先的再雇用権、職業安定機関の努力規定の
⑩終了の正当性原則条約五条に規定されるもののほか、妥当な理由とすべきでない事項として、③年齢、⑤
義務兵役その他の公民としての義務による休業、２｜を追加した（１５）。前者は定年制廃止の方向をとったものと
ご
と
く
で
あ
る
。
して注目される。
３
勧
告
一
六
六
号
，
条約一五八号とともに採択された勧告で、この条約の補足的性格をもった勧告である。条約に積み残された二九
号勧告上の諸規定のほか、かなり詳細、綿密な労働者保護措置がもりこまれている。主要なものを列挙すると以下の
削除など、後退した面もみられるが、これは条約化したことにより、批准数を高めるための現実的配慮から出たもの
と解される。事実これらの多くは一六六号勧告に移されている。
②
終
了
前
ま
た
は
終
了
時
の
手
続
つ
ぎ
の
よ
う
な
規
定
が
設
け
れ
て
い
る
。
③あらかじめ使用者が警告している場合を除き、国内法・慣習によって一回以上くり返された場合にのみ終了
が正当視されるような非行によって労働者の雇用は終了されるべきではない（１７）。
⑥使用者があらかじめ適切な指示と書面による響告後、改善のために合理的な期間を経ても労働者が不満足な
義務履行を継続する場合を除き、労働者の雇用は不満足な業務遂行によって終了されるべきではない（１８）。
何条約第七条に定める自己弁明には他の者の援助を受ける権利を有する（Ⅱ９）。
⑥使用者は書面によって終了の決定を労働者に通知すべきである（Ⅱ皿）。
ＩＬＯ条約・勧告における解雇制限基準とわが法制
五一
③
予
告
期
間
中
の
再
就
職
活
動
保
障
（
Ｉ
焔
）
二
九
号
勧
告
第
七
項
と
同
様
の
規
定
。
側
雇
用
証
明
書
請
求
権
（
Ⅱ
刀
）
二
九
号
勧
告
第
八
項
と
同
趣
旨
の
規
定
。
⑤
労
働
力
削
減
を
最
少
限
と
す
る
原
則
（
Ⅲ
四
川
）
一
一
九
号
勧
告
第
一
二
項
と
同
趣
旨
の
規
定
。
㈹
業
務
の
重
要
な
変
更
に
つ
い
て
の
協
議
（
Ⅲ
別
）
使
用
者
は
終
了
を
伴
い
や
す
い
生
産
な
ど
へ
の
業
務
の
重
要
な
変
更
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
で
き
る
だ
け
早
く
、
そ
の
導
入
、
そ
の
効
果
、
悪
影
響
を
回
避
す
る
た
め
の
方
策
な
ど
に
つ
い
て
労
働
者
代
表
と
協議しなければならない。使用者は重要な業務変更に関する情報を労働者代表に通知しなければならない。
、
終
了
を
回
避
し
ま
た
は
最
小
限
と
す
る
た
め
の
措
置
（
Ⅲ
幻
・
理
）
③経済的、技術的、構造的その他類似の理由による雇用の終了を回避しまたは最小限にするための措置には、な
か
ん
ず
く
、
採
用
の
制
限
、
一
定
の
期
間
に
わ
た
る
労
働
者
の
自
然
削
減
に
ま
か
せ
る
こ
と
、
配
置
転
換
、
訓
練
お
よ
び
再
訓
練
、
適
当な所得保障をともなう早期退職、超過勤務の制限、労働時間の短縮を含む。
⑥所定労働時間の一時的短縮が雇用の終了を回避しまたは最小限にすると考えられる場合には、所定労働時間の
う
ち
不
就
労
の
時
間
に
対
す
る
賃
金
の
補
償
が
考
慮
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
⑧
削
減
の
対
象
と
な
る
労
働
者
の
選
定
基
準
（
Ⅲ
配
）
二
九
号
勧
告
第
一
五
項
と
同
趣
旨
。
⑨
再
雇
用
の
優
先
権
（
Ⅲ
型
）
二
九
号
勧
告
第
一
六
項
と
同
趣
旨
。
⑩終了の影響の軽減措置（Ⅲ閲・閉）
〆由、
u（e）
１３
弓塵 ＩＬＯ条約・勧告における解雇制限基準とわが法制
五二
雇
用
の
終
了
を
受
け
た
労
働
者
は
、
要
求
す
れ
ば
、
使
用
者
か
ら
終
了
の
理
由
を
明
記
し
た
文
書
を
受
け
る
権
利
を
有
す
る
わが国のように生涯雇用慣行が確立され、いったん企業から排除された失業者は再就職が容易でない状態のもとで
は、労働者の解雇はその被解雇労働者の目先の生活問題はもとより、生涯にわたる生活設計を狂わしめ、その生活上
致命的な打撃を与えることは目にみえている。しかしこのような雇用慣行のない先進欧米諸国においても解雇が被解
雇労働者の生活上の打撃であることにかわりはない。世界的規模において、種々の手段を講じて、労働者を解雇から
保護する動きがあらわれることは当然である。わが国においては判例の集積が解雇を使用者の「解雇権一の側面から
（１）
とらえ、解雇権濫用の法理を確立したことは周知のとおりである。そしてわが国における判例のこの法理がようやく
定着しかけたかにみえた頃採択されたのが一一九号勧告であった。
この勧告における解雇制限の主要な側面は、Ⅲ雇用終了における「正当性原則」言の【罰目［】○二℃『曰Ｑご］の）の確立、
②不当解雇の救済方法確立③解雇後の生活保障（解雇手当、所得保障）、側解雇に際しての労働者代表との事前協
ＩＬＯ条約・勧告における解履制限基準とわが法制
五
三
⑤
可
能
な
場
〈
助すべきである。
何
訓
練
ま
た
」
の
一
部
ま
た
は
全
師
③経済的理由等の理由による雇用の終了の場合、訓練または再訓練をともなった適職への転換が、可能なら使
用者および関係労働者代表の協力をえて権限ある機関によって促進されなければならない。
⑤可能な場合には、使用者は、他の使用者との直接交渉などにより、労働者が他の適当な雇用を探せるよう援
ｗ訓練または再訓練の期間中の所得保障、その訓練の費用、
一部または全部の払戻しの考慮が払われるべきである。
一一ＩＬＯ基準進展の背景と世界的動向
新しい雇用が住居の変更を要する場合の関連費用
五四
ＩＬＯ条約・勧告における解雇制限基準とわが法制
議制、⑤労働力削減の場合の保護措置の策定であり、その実施方法は法令によるほか、労働協約、就業規制、仲裁裁
定または裁判による方法も認められた。このなかでもっとも中心をなすのはいうまで●もなく川である。とくに市民法
を前提とする資本主義国においては、本来解雇自由の原則が建前とされてきたところ、それに真正面から対立する原
則を打ち出したことの歴史的意義は大きく評価されるべきものがあった。
そこで、以下、この新原理に的を絞って各国における動向をみることとしたい。
この新原理の国際的規範としての登場は、勧告の形をとったにもかかわらず、わが国の場合を度外視すれば、きわ
（２）
めて大きな影響を各国に与えた。ＩＬＯ事務局の調査によると、解雇に正当性を要求した最初の例は一九一七年のメ
キシコ憲法（一九一一一一年の連邦労働法典でさらに整備）、ついでソビエット連邦（一九一一一一）、キューバ（一九三四、
一一一八）となって、戦前にすでにその法的宣言がなされた例がある。さらに四○年代、五○年代にも若干の例はあった
が、世界的に大展開をみせたのは何といっても六○年代以降、しか●も本勧告採択の六一一一年以降であった。
解雇制限の形式としては、カナダやアメリ力のように六○年代までに成立させていた労働協約方式、同じ六○年代
にキプロス・デンマーク、フィンランド、イタリ１、スェ１ヂンにおける労使の中央組織による協定方式が実現され
ていた。このうちイタリヤ、スェーープンはやがて立法による倶塞趣に移行し、カナダ、キプロス、デンマークでは立法
による補強がなされるにいたっている。その結果、労使の集団的交渉による保護のみの国はアメリカのみとなった。
かくして、一五八号条約採択前の時点では不当な解雇に対しては、立法的保護をなしているのが世界の大勢となっ
ている。そしてこの立法形式にもつぎの四類型がある。
③第一類型明示的に、または明白な黙示によって解雇に正当性を要求する形
㈲
も
の い数種のカテゴリ１にわけて解雇を正当化する理由を規定する点で回と同じであるが、それを解雇予告、解雇手
当
の
要
否
に
で
は
な
く
、
公
的
機
関
の
事
前
許
可
の
要
否
に
か
か
わ
ら
せ
る
も
の
ぃ
い
か
な
る
種
類
の
解
雇
に
も
解
雇
予
告
や
事
前
許
可
を
か
か
わ
ら
せ
る
こ
と
な
く
、
単
純
に
解
雇
を
正
当
化
す
る
理
由
を
あ
げ
る
‐もの
パ
キ
ス
タ
ン
、
ス
、
類に細分される。
、
一
般
的
用
語
ま
た
は
異
種
の
理
由
を
あ
げ
て
包
括
的
な
正
当
性
を
要
求
す
る
宣
言
を
な
す
も
の
⑪
解
雇
を
正
当
化
す
る
理
由
を
、
解
雇
予
告
、
解
雇
手
当
な
し
の
解
雇
を
正
当
化
す
る
も
の
ｌ
主
と
し
て
重
大
な
非
行
ｌ
と
、
そ
れ
ら
が
与
え
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
解
雇
を
正
当
化
す
る
も
の
ｌ
経
営
上
の
要
求
な
ど
ｌ
な
ど
数
種
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
に
わ
け
て
規
定
す
る
何
第
三
類
型
濫
用
的
解
雇
に
対
す
る
保
護
規
定
を
設
け
る
形
④
第
四
類
型
一
般
的
権
利
濫
用
法
理
を
適
用
す
る
形
このうちわが国が属するのは第四類型で、わが国以外ギリシャとスイスだけという、世界的にみれば例外的制度で
（３）
あ
る
。
第
三
類
型
に
属
す
る
も
の
も
漸
次
第
一
類
型
に
移
行
し
、
現
在
で
は
ギ
ニ
ヤ
、
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ
、
マ
リ
、
チ
ュ
ニ
ジ
ア
で
、
や
は
り
少
数
例
で
あ
る
。
第
二
類
型
に
属
す
る
も
の
も
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
オ
ラ
ン
ダ
、
マ
レ
ー
シ
ア
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
、
イ
ン
ド
、
ケ
ニ
ア
、
パ
キ
ス
タ
ン
、
ス
リ
ラ
ン
カ
で
、
結
局
残
り
の
大
部
の
国
は
第
一
類
型
に
属
し
て
い
る
。
こ
の
第
一
類
型
も
さ
ら
に
の
つ
ぎ
の
四
つ
の
種
■
〃
ｐ
ｐ
ｑ
、
ｑ
○
Ｊ
品
０
０
Ｐ
し
め
る
形
⑪
第
二
類
型
一
定
の
機
関
に
解
雇
の
当
否
の
事
前
審
査
権
限
を
付
与
し
、
そ
の
審
査
に
お
い
て
一
定
の
正
当
性
の
基
準
に
よ
ら
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
に
お
け
る
解
雇
制
限
基
準
と
わ
が
法
制
五五
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
に
お
け
る
解
廠
制
限
基
準
と
わ
が
法
制
五
六（４）
以上の四つの種別は単純化して整理されたもので、現実には様々なバリエーションの存するところである。
以上が解雇の正当性原則確立のみについての一五八号条約採択以前の世界の状況である。これに関する立法は戦前
からも存在したが、主として戦後、しかも一一九号勧告の影響を受けて、したがって同勧告採択の一九六三年以後多
数の国で立法が展開されることになったこと、しかもその立法形態は、第一類型、すなわちもっとも大上段に正当性
原
則
を
う
ち
出
す
型
が
主
流
と
な
っ
て
い
る
こ
と
が
注
目
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
一五八号条約、一六六号勧告はこのような二九号勧告が作りあげた世界的状勢をふまえて、これをさらに前進さ
（５）
せる意図から出たものであった。これを前進させる必要性は低経済成長への移行による減量経営と、ＭＥ化を中心と
する技術革新の一一つの強力な要因による世界的規模での大量失業の継続的発生であった。とくに発展途上国における
その発生は完全雇用を達成した先進国の履用状況にも悪影響を及ぼすことが危倶された。
このような状況下で、一八年間が経過した二九号勧告について再検討する機運は熟してきたが、とくに労働側は、
労働組合組織の弱い発展途上国のことに配慮し、また前述のような二九号勧告以来の各国の立法上進展した共通の
最低限の保謹の原理を拘束性のある条約の形で世界的に確立することを図った。
これに対する使用者側の反論は、詳細にわたってまで終了を規制すると、雇い入れ自体を制限することになること、
一部の労働者の雇用の終了は、場合によっては全部の終了になりかねないことをあげ、段階的に勧告による漸進策を
主張した。また政府側は多く二九号勧告における基準改善のための見直しの機会がきていることを認めていたが、
若干の国は各国における制度の多様性から、採用される基準はできるかぎりフレキシブルであるべきこと、そして、
そのためには勧告によるべきことも主張した。
一一九号勧告を基礎として、一五八号条約、一六六号勧告の成立過程は以上のごとくであったが、ともあれ、ＩＬ
Ｏ基準の設定をとおして、世界的規模で解雇の正当性原則が確立されつつあることは注目されなければならない。
ただし、採択後間もないこともあって、一五八号条約批准国は、現在（一九八六年九月現在）、ユーゴスラビヤ、
ベネズエラ、スエーデン、スペイン、一一ジェール、キプロスの六ケ国にとどまっている。
右のような世界的状況のもとで、わが国はＩＬＯ基準に何らの影響も受けてこなかったといっても過言ではないの
ではなかろうか。一般的な解雇制限に関しては、わが労働基準法は労働災害で休業する期間、女子労働者の産前、産
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
に
お
け
る
解
歴
制
限
基
準
と
わ
が
法
制
五
七
れた。 結局はさきにみたとおり、基本的事項は条約に、細目的事項、補足的事項は勧告に規定されることで結着がつけら
（注）
（１）判例、学説による解雇制限法理に関する文献は数多いが、とりあえず新労働法講座八巻一「解雇」（窪田）、現代労働法講座
Ⅲ「解風」（野田）参照。
（２）口Ｐ三目の『目目［－．口○ｍ向日ロー昌日の。［貝昌①旨菖呂くの。帛冒の厨日ロ一・房『葛売名・耳く曰（］）》巳巴も」当露・本文の以下の
国際的動向は本番による。
（３）この一一一ヶ国のなかで濫用法理が裁判所によって体系的に適用されているのはわが国だけである（ＦＰＣ己．ｇ〔・も．ｇ）。
（４）くわしくは、ＦＰ・己ら一戸・も》国庫・参照。
（５）一五八号条約、一六六号勧笙ロの成立過程の説明は、主として■ＰＣ宛のロＣ耳ぐ（ご》】①馬・ロ】』焦・による。
三
解
雇
制
限
に
つ
い
て
の
わ
が
国
の
課
題
五
八
ＩＬＯ条約・勧告における解廠制限基準とわが法制
後の休業期間中の解雇のみを禁ずる（一九条）に過ぎないまま今日にいたっている。身体障害者や中高年齢者につい
ては雇用率制度が設けられ、とくに前者は雇用納付金制度が加えられて、その効果が強化された。この制度は、それ
ら労働者については解雇制限的機能を営むかもしれないが、それはきわめて間接的な解履制限方法でしかない。雇用
保険法上の雇用調整給付金や定年延長奨励金のような制度も間接的である点で同様である。しかもこれらの法律上の
制度は、その成立の事情から解雇保護に関する前述のＩＬＯ条約・勧告の影響を受けたものとみることは、とうてい
できない。そして一五八号条約が採択されたのちにおいても、政府はもとより、労働者側からもこの点に関する立法
（１）
化の動きはほとんどみられない。わが国全体が、このＩＬＯ条約に無関心状態にあるといっても間違いとは思われな
旧
太
刀
匡
隠
生
面
祖
偏
月
一
命的であるが、それだけ』
それを助長していること。
けていること。
③わが国の失業率がきわめて低く、低成長時代、なかんずく一五八条条約、一六六号勧告が採択された世界的に
失業状態が最悪であったときにも、その世界的状況からみれば完全雇用にも近い状態であって、解雇制限の必要性が
このようなＩＬＯ基準、さらにそれに示された世界的動向とのわが国の遊離状態はいったいどのように理解される
のか。この状態にはつぎのような理由が考えられる。
川わが国は、立法に俟っことなく、判例法上、解雇擁濫用法理が確立され、労働者はこれによる保護をすでに受
い
の
で
あ
る
’
わが国は生涯雇用の国であり、解雇は、労働移動を前提とした欧米諸国に比し被解雇労働者に与える打撃は致
あるが、それだけに使用者も解雇に慎重である傾向があること。またわが国企業の伝統的な企業一家的風潮は
他の国ほど強く感ぜられなかったこと。
以
上
の
三
つ
は
世
界
に
類
例
が
な
い
わ
が
国
独
自
の
も
の
で
あ
り
、
そ
れ
が
解
雇
制
限
に
関
し
て
も
世
界
に
類
例
の
少
な
い
、
し
た
が
っ
て
Ｉ
Ｌ
Ｏ
基
準
と
も
無
関
係
な
存
在
を
保
っ
て
き
て
い
る
原
因
と
思
わ
れ
る
。
こ
の
三
つ
の
な
か
で
も
と
く
に
大
き
い
の
は
川
で
あ
ろ
う
。
わ
が
国
で
は
立
法
に
よ
っ
て
で
は
な
く
、
法
の
解
釈
に
よ
っ
て
使
用
者
の
恋
意
的
解
雇
か
ら
労
働
者
を
保
護
し
よ
う
と
す
る
傾
向
が
あ
っ
た
。
学
説
上
は
解
雇
権
濫
用
説
、
解
雇
正
当
事
由
説
に
集
約
さ
れ
る
両
説
の
対
立
が
展
開
さ
れ
、
い
ず
れ
に
せ
よ
立
法
を
要
せ
ず
に
解
雇
制
限
の
効
果
を
生
じ
さ
せ
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
判
例
は
こ
れ
よ
り
一
歩
先
行
し
、
主
と
し
て
解
雇
権
濫
用
に
あ
た
る
と
み
ら
れ
る
解
雇
を
無
効
と
し
、
こ
れ
に
よ
っ
て
被
解
雇
労
働
者
を
当
然
復
職
せ
し
め
る
と
と
も
に
、
未
払
賃
金
を
取
得
せ
し
め
る
形
で
解
雇
（２）
保
護
の
判
例
法
を
形
成
し
た
。
最
高
裁
判
所
も
こ
の
法
理
洋
一
承
認
し
て
い
る
。
し
か
も
こ
れ
に
と
ど
ま
ら
ず
、
挙
認
責
任
の
問
題
に
つ
い
（３）
ても、判例は解雇の具体的理由を先に主張、立証すべきは使用者とする処理をし、労働者側を有利な立場に導いた。
わ
が
国
に
お
け
る
判
例
法
の
こ
の
よ
う
な
進
展
状
況
か
ら
み
た
場
合
、
一
一
六
号
勧
告
に
せ
よ
、
一
五
八
号
条
約
に
せ
よ
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
基
準
の
定
立
は
、
わ
が
国
と
し
て
は
す
で
に
一
応
解
決
ず
み
の
こ
と
が
ら
で
あ
り
、
い
わ
ば
高
み
の
見
物
的
立
場
で
あ
っ
た
。
そ
し
て
こ
の
ような判例法を進展せしめたものは、右の口に述べたように、生涯雇用のもとでの解雇の労働者に与える致命的打繋
を
裁
判
所
が
配
慮
し
、
立
法
を
俟
た
ず
対
応
し
た
と
客
観
的
に
は
見
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
あ
る
。
換
言
す
れ
ば
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
動
き
か
らわが国を超然とせしめたものは、世界でもユニークなわが国雇用慣行であったわけである。
し
か
ら
ぱ
、
わ
が
国
は
と
く
に
一
五
八
号
条
約
と
の
関
係
で
こ
れ
と
無
関
係
な
立
場
が
貫
き
と
お
せ
る
で
あ
ろ
う
か
。
ま
ず
感
ぜ
ら
れ
ることは条約の実施方法は、裁判所その他国内慣行に合致すると認められる方法でよく、必ずしも直接的立法の必要
はないのであるから、条約の中心である正当性原則に限定するならば、右の判例法の形成によってすぐにも批准が可
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
に
お
け
る
解
雇
制
限
基
準
と
わ
が
法
制
五九
こうして、わが国では判例で確立されている正当性原則に比し副次的ともいえる事項のために、本条約の批准はわ
が国にとって大きな負担が課されていることになる。しかし、右の二点は副次的とはいえ、労働者の解雇保護の観点
か
ら
は
有
益
で
あ
り
、
必
要
な
規
定
で
あ
る
に
違
い
な
い
。
し
て
み
る
と
、
わ
が
国
の
現
状
は
、
判
例
の
進
歩
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ基準に到達していないことがあきらかとなる。そしてさらに、中心事項である正当性原則にしても、判例法による
（４）
よりは、直接的立法によった方が労働者保護がより徹底されるということはあきらかである。判例によることの利点
も
も
ち
ろ
ん
あ
る
が
、
ま
ず
な
に
よ
り
も
裁
判
を
通
し
た
鑑
識
措
置
で
あ
る
こ
と
に
よ
り
、
裁
判
の
た
め
の
経
費
と
時
間
の
な
い
者
、
と
くに労働組合の支援のない未組織中小企業労働者は泣き寝入りの状態におかれる可能性が高いであろう。もちろん判
例法の形成による一般的波及力を評価しないわけではないが、立法による場合とは比較にならないであろう。また個
々の裁判官の判断をとおす関係で、判例による場合は、その保護は不統一で、それゆえに不安定であることは稲うべ
くもない。要するに、あらゆる労働者に対し、一律的にして確実な解雇保護をなす点では判例よりも立法の方が優れ
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
に
お
け
る
解
雇
制
限
基
準
と
わ
が
法
制
六
○
能とみられることである。しかし条約全体と照合した場合、わが国の現状はこれに合致しない面をももっている。す
なわち、前述の条約内容にてらして、わが国は雇用終了前の手続きとしての労働者の自己弁護の機会の提供義務およ
び労働力削減の場合の労働者代表との協議義務の一一点についての制度が欠けている。すくなくともこの一一点の制度化
がなされないかぎり批准は不可能という状態にある。しかもこの一一つは、判例の集積による実現は困難で、立法を不
可欠とするものである。さらにこの一一つの面での立法はそれだけの事項についての立法ではすまされず、前提となっ
て
い
る
正
当
性
原
則
の
立
法
化
を
含
め
た
解
雇
保
護
に
関
す
る
総
合
的
、
体
系
的
立
法
を
要
請
し
か
ね
な
い
も
の
を
も
っ
て
い
る
の
で
あ
る
①
ているといえるのである。一五八号条約が立法を原則的形式としていることも十分首肯される。そしてまた世界の動
向が第一類型の立法化中心であるということを思えばｌもちろん立法にも種々の形態があり、｜機にはいえ嫁いも
のがあるＩ、ｌＬｏ条約には違反しないものの、判例形式腱世界に遅れをとっているということがいえる．鬘態と
してこの遅れをカバーしているのが前述の②およびいにあげたわが国の特殊事情であり、これがこの遅れの原因でも
、
、
、
、
、
あるという一」とであろう。しかしこの一一つは理論的には判例形式を補強するものではない。しかも実態としても最近
のわが国の失業率は過去最高を示していることを想起しなければならない。
（３）野田進「解雇（付労基法一九条．一一○条）」現代労働法講座Ⅲ、一一一六頁。これが「判例における解雇の「相当の理由」
または「合理性」を解職要件とする法理の採用を容易ならしい逆に解雇制限立法の必要性を低からしめた」ことが指摘さ
れる。
（注）
（１）労働組合による一般的な解雇制限立法制定への動きが全然なかったわけではないが、法案として提案されるにいたってい
ない。定年制禁止立法としては、昭和五四年に公明党、社会党による「定年制及び中高年齢者の願い入れの拒否の制限等に
関する法律」案、五五年には社会、公明、共産、民社四党共同の同名法案が提案されている。
（２）般判、昭五○、四・一一五（日本食塩嚇件）、労働判例二二七号、同、昭五二・一・三一（高知放送事件）民集一二○号。
後者においては、「普通解雇事由がある場合においても、使用者は常に解雇しうるものではなく、当該具体的な事情のもの
とにおいて、解雁に処することが著しく不合理であり、社会通念上相当なものとして是認することができないときには、当
該解雇の意思表示は解雇権の濫用として無効になる」として、学説上の解雇正当蛎由説、解雇権利濫用説を結びつける理論
構成をとった。
ＩＬＯ条約・勧告における解雇制限基準とわが法制
一ハー
解雇制限の領域は、世界的にみて日本は前述のようなユーーークな特殊事情をもち、おそらくそれが主な原因となっ
て、世界的規模で形成されてきた形式や内容とわが国固有のものとに大きな乖離を生ぜしめた。しかもわが国独自の
も
の
が
一
応
の
成
果
を
あ
げ
て
い
る
だ
け
に
、
わ
が
国
は
世
界
的
状
況
や
Ｉ
Ｌ
Ｏ
基
準
と
ま
っ
た
く
別
個
に
独
自
の
途
を
歩
め
ば
よ
い
よ
う
に
も
み
え
る
が
、
右
の
よ
う
な
考
察
の
結
果
は
や
は
り
わ
が
国
の
現
状
の
世
界
的
水
準
に
対
す
る
遅
れ
を
あ
き
ら
か
に
し
た
。
その遅れの原因は直接的には前述側、いにより、問題が顕在化しなかったことがあげられる。しかし、わが国にお
ける労働法の伝統的後進性、具体的には立法による労働者保謹の消極性が根底にはあるように思われる。判例による
対応も、もちろんそれは立法によるよりも機動的で柔軟である利点からでたものがあるにせよ、立法の遅れを無意識
のうちにカバーしようとした裁判官の良識の反映とも解される。このような意味で、立法の形によるＩＬＯ基準、世
界
の
動
向
へ
の
参
加
が
望
ま
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
に
お
け
る
解
雇
制
限
基
準
と
わ
が
法
制
一〈一一
（４）立法形式による場合の難点は、使用者側が条約に反対してあげた理由、とくに一部労働者の解雇制限が倒産Ⅲ全員解廠と
い
う
事
態
を
招
く
お
そ
れ
の
あ
る
こ
と
で
あ
る
。
む
す
び
